
 毎年度、概算要求基準の閣議了解時に、各府省に対し、地方財政措置について申入れ

 各府省の概算要求に反映させるため、地方財政に影響を及ぼす施策・事務事業について適切な
措置を要請

 申入れ項目・内容は、地方公共団体の意見を踏まえて選定

平成２７年度の地方財政措置について（各府省への申入れ）の概要

趣 旨

１

平成２７年度の申入れ項目

 申入れ項目数 ２９件（平成２６年度 ３３件）

 申入れ項目の類型

※１項目で複数類型の申入れを行うものもあり、申入れ項目数とは一致しない。

① 超過負担の解消など国の財政措置を求めるもの １８件

② 地方の意見や地方分権改革の観点等を踏まえ、現行制度の改正を求めるもの ８件

③ 関連する閣議決定等の遵守を求めるもの ８件

④ 新たな制度の創設に向けた検討等にあたり、地方意見の尊重を求めるもの ５件

(別紙1)



平成２７年度の主な申入れ内容

被災地における人材不足及び資材不足に伴う労務
費・資材の高騰に配慮した労務単価の設定等施工確
保対策や所要の予算措置等を講じるほか、必要に応
じた制度見直しを実施

基金を活用して実施している被災団体向けの事業に
ついて、基金の設置期限後も適切な財政措置

原子力災害からの復旧・復興経費や原子力事業者から
の賠償支払に係る適切な対応

国土強靭化、防災･減災対策に係る財源の確保

東日本大震災の復旧・復興の推進及び
国土強靭化、防災･減災対策の推進

２

社会保障の多くを担う地方公共団体の意見を十分に踏
まえた社会保障制度改革の検討・推進

【子ども・子育て支援新制度に係る財政措置等】

平成２７年４月に施行する予定の子ども・子育て支援新
制度の円滑な施行に向けた支援及び質の高い幼児教
育･保育を提供できるよう所要の財源を確保

【介護保険制度の安定的な運営の推進】

地方の意見を十分に踏まえた第６期介護保険制度の実
施及び介護従事者等の処遇改善

【国民健康保険制度の持続可能性の確保等】

都道府県が財政運営を担うことを基本とした国民健康
保険制度の見直しに際し、地方公共団体と十分に協議
すること

【新たな財政支援制度(基金)に関する財政措置】

医療･介護サービスの提供体制改革のための新たな財
政支援制度(基金)について、所要の国費を確保

社会保障制度改革関連

【海岸漂着物等の処理の推進】

海岸漂着物地域対策推進事業が平成２６年度末に実
施期限を迎え、国庫補助対象とされない海岸が生じる
ため、必要な措置を講じること

【地球温暖化対策の推進】

地方の地球温暖化対策に関する財源確保の新たな
仕組みについて早急かつ総合的な検討の実施

地方財政に影響を及ぼす施策への対応



平成２７年度各府省への申入れ事項一覧

１ 共 通 事 項

Ⅰ 東日本大震災の復旧･復興の推進及び国土強靭化、防災･減災
対策の推進

１ 東日本大震災の復旧・復興の推進

２ 国土強靭化、防災・減災対策の推進

Ⅱ 地方分権改革の推進及び国・地方を通ずる財政健全化

１ 地方歳出に対する国の関与の廃止・縮減等

２ 地方公共団体の財政負担増等を伴う施策の抑制及び効率的
な行財政運営への協力等

３ 国庫補助負担金の整理合理化

Ⅲ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等

１ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消等

２ 国と地方公共団体の財政負担の適正化

３ 国の施策に関連して設立された第三セクター等の経営健全
化の取組への協力等

＜厚生労働省＞

１ 社会保障制度改革関連

(1) 子ども・子育て支援新制度に係る財政措置等（同旨 内閣府、

文部科学省）

(2)  介護保険制度の安定的な運営の推進

(3)  国民健康保険制度の持続可能性の確保等

(4)  医療･介護サービスの提供体制改革のための新たな財政支援
制度(基金)に関する財政措置

(5) 難病及び小児慢性特定疾病に係る医療費助成制度の円滑な実施

２ 安心こども基金に関する財政措置

３ 生活困窮者自立支援制度に係る財政措置

４ 障害者自立支援給付に係る超過負担の解消

＜農林水産省・国土交通省＞

１ 直轄事業の見直し

２ 後進地域の開発に関する公共事業の補助率差額の交付方法の
改善

＜林 野 庁＞

・ 林業公社の抜本的な経営対策等

＜資源エネルギー庁＞

・ 石油貯蔵施設立地対策等に係る交付金制度の改善

＜国土交通省＞

１ 直轄道路･河川の権限移譲に係る財政措置

２ 整備新幹線に係る財政負担

＜環境省、林野庁、資源エネルギー庁＞

・ 地球温暖化対策の推進

＜環境省、農林水産省、水産庁、国土交通省＞

・ 海岸漂着物等の処理の推進

２ 個 別 事 項

＜内 閣 府＞

・ 地域自殺対策緊急強化基金に関する財政措置

＜警 察 庁＞

・ 警察行政経費に係る国庫支弁の改善

＜文部科学省＞

１ 教職員定数の増加の抑制

２ 幼稚園就園奨励事業等に係る超過負担の解消

３

新

新

新

新

新
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